
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新潟水俣病福祉手当支給要綱」について 

資料１ 



 

  

 

１ 経過 

  ○令和６年２月６日 被害者団体が２回目の「新潟水俣病福祉手当支給要綱」の見直し要請 

    被害者団体（新潟水俣病阿賀野患者会、新潟水俣病共闘会議）が、新潟水俣病施策推進

審議会（以下「審議会」とする。）宛に「新潟水俣病福祉手当支給要綱」に定める受給資格

の見直しを求める要請書を提出 

    別紙１：条例等関係資料「新潟水俣病福祉手当支給要綱」 

    別紙２：改めて「新潟水俣病福祉手当支給要綱」の見直しを求める要請書 

 

  ○令和６年２月15日 第14回審議会 

    上記の要請書の取扱いについて意見交換 

    会長と事務局（県生活衛生課）が相談した上で、議論の進め方について委員に諮ること

と整理された。 

 

  ○令和７年３月13日 第15回審議会 

    福祉手当の制度創設時の経緯や令和元年に審議会として県に提出した意見書の結論を踏

まえたうえで、福祉手当支給要綱の見直しを検討すべき状況にあるか審議したが、一定の

取りまとめに至らなかった。 

 

  ○令和８年１月５日 第16回審議会 

    これまでの議論を踏まえた、県としての対応施策（案）について事務局から提案があり、    

総論として県の施策（案）について、審議会として支持することとした。 

 

 

２ 対応 

   本日の審議会においては、第16回審議会の議論を踏まえた県としての施策（案）の内容

について事務局から説明する。 

   別紙３：「福祉施策拡充に向けた県の施策」について 

    

    

被害者団体からの福祉手当支給要綱の見直し要請に係る対応について 
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新潟水俣病患者に係る新潟水俣病福祉手当支給要綱  
 

平成 21 年４月１日制定  
 

 

 （目的） 

第１条  この要綱は、新潟水俣病地域福祉推進条例第５条第１項の規定に基づき、

新潟水俣病患者に対して新潟水俣病福祉手当（以下「福祉手当」という。）を支

給することにより、新潟水俣病患者の療養及び健康管理等に係る経済的負担の軽

減を図り、もってその者の福祉の増進を図ることを目的とする。  

 

 （定義） 

第２条  この要綱において「新潟水俣病患者」とは、新潟水俣病地域福祉推進条例

（平成 20 年新潟県条例第 38 号）第２条に規定する新潟水俣病患者をいう。  

 

 （受給資格） 

第３条  福祉手当の支給を受けることができる者（以下「受給資格者」という。）

は、新潟水俣病患者であって、次の各号のいずれかに該当することにより通常の

レベルを超えるメチル水銀の曝露を受けた可能性のある者であり、かつ別表１に

定める症状（その原因が明らかである者を除く。）を有すると認められる者とす

る。  

(1) 昭和 40 年 12 月 31 日以前に、対象地域（別表２に定める地域をいう。）に相

当期間居住しており、かつ阿賀野川の魚介類を多食したと認められる者 

(2) 昭和 40 年 12 月 31 日以前に、阿賀野川の魚介類を多食したと認められる者で

あって、知事が適当と認める者 

２  前項の規定に関わらず、旧公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法（昭

和 44 年法律第 90 号）第３条第１項又は公害健康被害の補償等に関する法律（昭

和 48 年法律第 111 号。以下「公健法」という。）第４条第２項の規定による水俣

病に係る認定を受けた者（水俣病の認定業務の促進に関する臨時措置法（昭和 53

年法律第 104 号）第５条第１項の規定により公健法により認定を受けたものとみ

なされた者を含む。）には福祉手当を支給しない。  

 

 （申請） 

第４条  福祉手当の支給を受けようとする者は、新潟水俣病福祉手当支給申請書（別

記第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて、原則としてその者の住所地を

管轄する市町村を経由し、知事に提出するものとする。  
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(1) 住民票の写し 

(2) 戸籍の附票又は消除された戸籍の附票（昭和 40 年 12 月 31 日以前の居住歴が

わかるもの） 

(3) 魚介類摂取等申立書（別記第２号様式）  

(4) 別表１に定める症状についての、知事が定める要件に該当する医師の、所定

の記載事項を満たす提出診断書（別記第３号様式）もしくはそれに準ずると知

事が認める資料 

２  福祉手当の支給を受けようとする者のうち次の各号に掲げる者が申請する場合

に当たっては、知事は、前項各号に掲げる書類の提出を省略させることができる

ものとする。 

(1) 水俣病総合対策実施要領（平成８年１月 12 日環保企第 14 号環境保健部長通

知）に定める医療手帳、保健手帳及び水俣病被害者手帳の交付を受けた者、か

つて交付を受けたことのある者又は交付できる要件を満たす旨の通知を知事か

ら受けている者 

(2) 前項の水俣病総合対策実施要領に定める救済措置の対象又は療養費の対象と

なることを求める申請を行っている者  

３  第１項第４号の提出診断書を作成する医師は、次の各号のいずれかを満たす者

とする。  

(1) 次に掲げる要件をいずれも満たす者 

ア  現在、神経内科、神経科又は精神科のある医療機関に在籍していること。  

イ  一定の施設基準を満たす医療機関に３年以上在籍した経験を有し、かつ、

１年以上の臨床神経学的診療経験を有すること。 

(2) 水俣病の診断について相当程度の経験を有すると知事が認める者  

４  第１項第４号の提出診断書に準ずると知事が認める資料は、次のとおりとする。 

(1) 水俣病に係る認定申請に対する審査に供された検診資料  

(2) その他知事が提出診断書に準ずると認める資料  

 

 （決定） 

第５条  知事は、前条の申請を受理したときは、審査（前条第２項第 1 号の場合を

除く）の上福祉手当の支給又は不支給の決定をし、支給の決定をした場合は、新

潟水俣病福祉手当支給決定通知書（別記第４号様式）により申請者に通知するも

のとする。 

２  知事は、前項の審査を行うにあたっては、あらかじめ、医学的見識を有する者

の意見を聴くことができる。 

３  前条の申請に対して第１項の審査で不支給の決定を受けた者は、当該申請時と
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症状に変化が生じた場合等には、再度、前条の申請をすることができる。 

 

 （支給額及び支給期間）  

第６条  福祉手当の額は、月額７，０００円とする。 

２  福祉手当の支給は、申請のあった日の属する月の翌月から始め、受給資格者が、

次の各号のいずれかに該当するに至った日の属する月で終わる。  

(1) 第３条第２項に該当するに至ったとき 

(2) 第３条第１項に規定する者に係る感覚障害又は自覚症状の原因がメチル水銀

に曝露したことによるものではないことが明らかになったとき  

(3) 死亡したとき 

(4) その他知事が福祉手当の支給が適当でないと認めたとき  

 

（支給期月）  

第７条  福祉手当は、毎年２月末日、６月末日、１０月末日に、それぞれ前月まで

の分を支払う。ただし、福祉手当を支給すべき事由が消滅した場合に伴う未払い

金が生じた場合は、原則として随時支払うものとする。  

２  前項本文の場合において、福祉手当を支払うべき日が金融機関の休日にあたる

場合は、その日前において最も近い金融機関営業日を支給日とするものとする。   

 

 （届出の義務） 

第８条  福祉手当の支給の決定を受けた受給資格者は、住所もしくは氏名等に変更

があったときは、新潟水俣病福祉手当受給資格者住所等変更届（別記第５号様式）

を知事に提出しなければならない。  

２  受給資格者又は戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定による死亡の届出

義務者は、第６条第２項の各号に該当するに至ったことにより福祉手当の支給を

受けるべき事由が消滅したときは、新潟水俣病福祉手当受給資格喪失届（別記第

６号様式）を速やかに知事に提出しなければならない。  

３  福祉手当の支給を受けるべき事由が消滅したにもかかわらず、福祉手当の支給

を受けた者は、それらを知事に返還しなければならない。  

 

 （不正利得の徴収）  

第９条  偽りその他不正の手段により福祉手当の支給を受けた者があるときは、知

事は、支給した額に相当する金額の全部又は一部をその者から徴収することがで

きる。  
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 （不支給の理由の開示）  

第 10 条  第５条の規定により福祉手当の不支給の決定の通知を受けた者は、その理

由の説明を求めることができる。 

 

 （雑則） 

第 11 条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。  

 

   附  則 

 この要綱は、平成 21 年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

 この要綱は、平成 22 年５月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

 

別表１  

 ①四肢末梢優位の感覚障害を有すると認められる者  

 ②全身性の感覚障害又は四肢末梢優位の乖離性の感覚障害を有すると認められ、

かつ以下のいずれかの自覚症状が問診により認められる者 

 ●しびれ   ●ふるえ   ●カラス曲がり（こむら返り）・痙攣   ●見える範

囲が狭い・はっきり見えない   ●耳が遠い・耳鳴り   ●味覚・嗅覚異常    

●言葉を正確に発せない   ●めまい・立ち眩み   ●つまずきやすい・ふらつく   

●物を落としやすい・手足の脱力感 

 

別表２  

 新潟市の区域（公健法第２条第２項の規定による第２種地域として、同法施行令

第１条の規定により定められている区域に限る。） 
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福祉施策拡充に向けた県の施策について 

 

      これまでの審議会での議論を踏まえて、県としても被害者団体からの要請があるこ

と、更なる福祉の増進は必要であることから、阿賀野川の魚介類を多食したことに伴

う健康不安を抱える者を支援する施策を強化し、県としてより被害者に寄り添った施

策を展開したい。 

 

 Ⅰ 施策①：「阿賀野川流域健康支援手当」の創設 
 
  １ 被害者団体からの要望 

    「福祉手当支給要綱における年代の要件（昭和 40 年 12 月 31 日以前）はノーモ

ア・ミナマタ地裁判決を踏まえて見直してほしい。」 

   

  ２ 県としての考え 

   ・ ノーモア・ミナマタ地裁判決では、汚染の終期は明確に示されておらず、個々

の原告について個別に評価していることから、同判決を基に県独自に汚染の終期

を明確に示すことは困難 

   ・ 被害者団体の要望を踏まえた上で、更なる福祉の増進は必要であることから、

福祉手当の支給要件を見直すことは現時点においてはできないが、阿賀野川の魚

介類を多食したことに伴う健康不安を抱える者を支援するための施策を強化し、

県として被害者に寄り添った施策を展開したい。 

 

  ３ 新手当の詳細について 

   (1) 手当の名称について 

     第 16 回審議会において、手当の名称について「健康不安者支援手当」としてお

示ししたが、当該審議会での議論、庁内での調整の結果、手当の名称を「阿賀野

川流域健康支援手当」とする。 

【理由】 

 ① 「健康不安」という言葉が「新潟水俣病患者」ではない新たなカテゴリーを 

創設したという誤解を生む可能性がある。 

→ 県としては、条例で定義しているとおり「メチル水銀が蓄積した阿賀野川 

の魚介類を摂取したことにより、通常のレベルを超えるメチル水銀にばく露 

した者であって、水俣病の症状を有する方」は新潟水俣病患者と考えてい 

る。 

    ② その上で、今日の社会においても水俣病への偏見・差別を恐れて声を上げに

くい現状がある。 

別紙３ 
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    ③ そういった方々も含めて、健康不安の軽減や健康の維持増進を県として支援

し、誰もが安心して暮らすことのできる地域社会の実現することが本手当の目

的であること。 

   (2) 本手当の趣旨 

     福祉手当の支給対象とならない S41 以降に阿賀野川の魚介類を多食したことに 

伴う健康不安は、多食していない者と比して、大きいものと推察されることか 

ら、水俣病の被害者を社会全体で支えるという条例の理念に則り、阿賀野川流域 

地域全体の健康を支援し、福祉向上を図る。 

   (3) 手当の支給対象者 

     S46.12.31 以前に１年以上阿賀野川の魚介類を多食したことにより健康に不安 

を感じる者のうち、新潟県が実施する国補助事業の健診事業を受診した者。（福祉 

手当受給者は除く） 

   (4) 支給要件 

    ・ 第一要件：健診の受診 

      福祉手当の受給に当たっては、医師の診断を必要としていることから、当該 

手当においては、健診事業における健診を受診することを要件とし、健診の受 

診促進を図る。 

    ・ 第二要件：健康不安の軽減に資する取り組みへの参加 

      健診受診後の更なる健康不安の軽減を後押しするため、県や市町村が実施す 

る健康教室へ参加すること。 

   (5) 手当額：最大 38,000 円 

 支給方法 

第一

要件 

25,000 円 

（健診受診に係る手当＋健康不安の軽減

に資する諸雑費） 

健診受診をもって支給 

第二

要件 

13,000 円 

（健康不安の軽減に資する諸雑費） 
健康教室への参加をもって支給 

合計 38,000 円  

    (6) 今後のスケジュールについて 

     健診受診に当たっては、事業への登録が必要 

     ４月～６月：県 HP や、広報紙、流域市町の広報紙、相談窓口で事業の周知 

           健診事業への登録開始 

        ７月：健診受診の案内開始 
 

 Ⅱ 施策②：「福祉手当」の増額改定（月 7,000 円→月 8,000 円） 

   近年の物価上昇等の状況を踏まえ、新潟市における消費者物価指数の変動を基に、 

現行月 7,000 円の福祉手当を月 8,000 円に増額する。 
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